
１　総括

⑴　人件費の状況（平成22年度普通会計決算）

※　住民基本台帳人口は、平成２２年度末(平成23年3月31日現在)である。

⑵　職員給与費の状況（平成22年度普通会計決算）

(注) 1　職員手当には退職手当を含まない。

2　職員数は、平成22年4月1日現在の人数である。

⑶　ラスパイレス指数の状況（平成23年4月1日現在）

(注) 1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

２　一般行政職給料表の状況（平成23年4月1日現在）

(注) 給料月額は、給料抑制措置を行う前のものである。
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

⑴　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年4月1日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

(注) 1　「平均給料月額」とは、平成23年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸

   手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　   また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が

　     含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

3　民間における「平均年齢」及び「平均給与月額」は、厚生労働省公表の「賃金構造基本統計調査」の平成20年から平成

　平成22年の3ヵ年平均です。

4　年収ベースの「公務員C」及び「民間D」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年

　度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

⑵　職員の初任給の状況（平成23年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑶　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成23年4月1日現在）
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

⑴　一般行政職の級別職員数の状況（平成23年4月1日現在）

(注) 1　幸田町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

3　構成比について、端数処理の関係上、合計が100%にならない場合があります。

  

⑵　昇給への勤務成績の反映状況
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５　職員の手当の状況

⑴　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合） （平成22年度支給割合）

期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（  ）月分 （  ）月分 （  ）月分 （  ）月分 （  ）月分 （  ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　3～20％ ・役職加算　5～20％
・管理職加算　4～25％ ・管理職加算　10～25％

(注) （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務実績の反映状況

⑵　退職手当（平成23年4月1日現在）

　定年前早期退職特例措置 　定年前早期退職特例措置

　(2%～20%加算) 　(2%～20%加算)

(注) 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した職員に支給された平均額である。

⑶　地域手当（平成23年4月1日現在）

% 人 %
※　支給実績（22年度決算）及び支給職員1人当たり平均支給年額（22年度決算）は地域手当実績額である。

⑷　特殊勤務手当（平成23年4月1日現在）
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地上又は水面上10メートル以上の足場の不安定な箇所で行
う監督、検査、消火活動等の業務

消防職員

税務手当

59.28
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円

41.34
30.55
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主な支給
対象職員
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支給実績（平成22年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）

手当の種類

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）

１人当たり平均支給額（平成22年度）１人当たり平均支給額(平成22年度）

5.0
支給対象職員数

1,660

幸田町 愛知県

1.35
1.45

その他の加算措置

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

行路死者の死体の取扱業務

　　勤務成績の評定の実施状況

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年9月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施。

317

日額　600円

支給率

日額　600円

主な支給対象業務

国の制度（支給率）

0

千円

円

1,510

全地域

支給対象地域

日額　600円

59.28

左記職員に対する
支給単価

％

10　種類

日額　600円
全職員

１時間　300円

全職員 動物の死体の取扱業務 日額　1,200円
10ﾒｰﾄﾙ以上　日額　200円
20ﾒｰﾄﾙ以上　日額　300円

出動1回　200円
救急救命士　250円

日額　3,500円
全職員



⑸　時間外勤務手当

⑹　その他の手当（平成22年4月1日現在）

円

円

円

円

６　特別職の報酬等の状況（平成23年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （1期の手当額） （支給時期）

 給料月額×在職月数×0.45 1,836 万円 任期毎

 給料月額×在職月数×0.27   843  万円 任期毎

－   －

(注) 1　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

2　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年=48月）

  勤めた場合における退職手当の見込額である。

445,000

　　（平成22年度支給割合）

異

同

－

配偶者　月　13,000円
配偶者以外の扶養親族1人
につき　月　6,500円
16歳から22歳までの1人に

つき　月　5,000円加算

34,809

21,704

13,511

同

借家限度額　27,000円
持ち家
その居住に係る住宅に居住
している職員で
世帯主であるもの

　　　　　　　　　1,500円

－

持家に係る住居
手当の支給
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55,000円
交通用具利用限度額

45,000円

740,618

91,968

千円

千円

千円

千円

45,338

257,614

80,093
355,967
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318,947
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平均支給年額
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円
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異なる内容
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円

千円

管理職手当

報
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市区町村長

議 員

内容及び支給単価

副 議 長

部長88,500円、部次長72,700円、

課長62,300円、主幹45,700円

　　（平成22年度支給割合）

850,000

2.95

461,000
275,000
213,300

（参考）類似団体における最高／最低額

372,000

平成22年度

平成21年度

支給実績(22年度決算)

給 料 月 額 等

650,000

手　当　名

通勤手当

議 長

40,703

給
　
料 副市町村長

議 員

副市町村長

議 長

2.95

330,000

副 議 長

収 入 役

期
末
手
当

支給実績(21年度決算)
職員１人当たり平均支給年額(21年度決算)

192,600

退
職
手
当

市区町村長

副市町村長

備　　　　考

区 分

住居手当

扶養手当

市区町村長

420,000
716,000

359,000880,000

340,000



６　職員数の状況

⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

人

人）

人

人）

[  332  ] [  332  ] 人

（注） 1　職員数は一般職に属する職員数である。

2　[     ]内は、条例定数の合計である。

⑵　年齢別職員構成の状況（平成23年4月1日現在）
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⑶　職員数の推移 （ 単位 ： 人 ・ ％ ）

( %)

( %)

( %)

( %)

( %)

( %)

（注） 1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

     2　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。
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